
 

公正取引委員会の令和９年度概算要求について 
 

令和８年８月３１日 

公 正 取 引 委 員 会 
 

○ 公正取引委員会は、公正かつ自由な競争による経済の活性化と消費者

利益の増進を図るとともに、イノベーションの促進に向けた競争政策の

積極的展開のため、総額１４８億５千５百万円を要求。 

○ このうち、「取引適正化による公正な取引環境の確保」については、『日

本成長戦略』における「価格転嫁・取引適正化の更なる徹底」を実現す

るため、取適法等を着実に執行し、現場への浸透に向けた一層の周知徹

底を図る等の経費として、『「強く豊かな日本」投資枠』８億４千万円を

含め、２１億８千６百万円を要求。 

○ あわせて、各種施策を着実に実施できる体制を構築するために、局の

新設等、所要の機構・定員を要求。 

 

＜予算（重点施策別）＞                    （単位：百万円） 

区   分 
令和８年度 

当初予算額 

令和９年度 

概算要求額 

対前年度 

増△減額 

１．厳正な法執行 ５２５ ５３３ ＋８ 

２．取引適正化による公正な取引環境

の確保 
９８８ 

(８４０) 

２，１８６ 
＋１，１９８ 

３．デジタル分野等における対話を通

じた市場環境の整備 
２３２ ４５６ ＋２２４ 

４．競争政策の運営基盤の強化 ２３９ ３３６ ＋９６ 

５．その他（既定人件費等） １１，１６０ １１，３４４ ＋１８４ 

合   計 １３，１４４ １４，８５５ ＋１，７１０ 

 
うち公正取引委員会計上 １２，８２９ １４，４３６ ＋１，６０７ 

うちデジタル庁一括計上 ３１５ ４１８ ＋１０３ 

（注１）計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計等は一致しない場合がある。 
（注２）令和９年度概算要求額欄の括弧書きの計数は、『「強く豊かな日本」投資枠』の要求額（内

数）である。 

  
問い合わせ先 公正取引委員会事務総局 

         官房総務課（予算関係）    ０３－３５８１－３５７４ 

         官房人事課（機構・定員関係） ０３－３５８１－５４７５ 

 ホームページ  https://www.jftc.go.jp/ 



 
＜主な取組概要＞ 

１．厳正な法執行：５３３百万円（５２５百万円） 

 ○ 公正取引委員会の基本的な任務であり、公正な取引環境の確保や市場環境の整備

を根底から支える、違反行為に対する厳正な法執行。 

  ◇ 独占禁止法違反事件審査等：４０３百万円（４０８百万円） 

   ・ 独占禁止法違反被疑行為に関する情報収集及び審査並びにこれらを通じた適切な法

執行（審査活動費、システム運用経費等）。 

２．取引適正化による公正な取引環境の確保：２,１８６百万円（９８８百万円） 

 ○ 全国において、商品、サービスの付加価値の創造を促していくための、公正な取

引環境の確保。 

  ◇ 取適法違反事件調査・未然防止：９２９百万円（２６０百万円） 

・ 委託事業者と中小受託事業者の双方に対し、定期的な書面調査とともに、全国的に

調査（ヒアリングを含む）を実施し、取適法違反被疑行為への積極的かつ迅速な対応を

行う。 

・ サプライチェーン全体での取引適正化に向け、取適法等の規制内容や法運用の考え

方について、全国の企業経営層から現場担当者に至るまで広く定着させるため、様々な

媒体を活用して対象者に合わせた効果的な周知広報や、全国４７都道府県での説明会

を開催。 

  ◇ 優越的地位の濫用規制：５９２百万円（４１９百万円） 

   ・ 優越的地位の濫用規制に係る実態調査（立入調査）を行う優越Ｇメンの増員ととも

に、中小事業者等への不当なしわ寄せの防止を図るため、全国１７万社以上に実態調査

を行い、事業者への注意喚起につなげる。 

  ◇ フリーランス・事業者間の取引適正化：３７７百万円（２６９百万円） 

   ・ フリーランス・事業者間取引適正化等法の施行状況を踏まえ、安心して特定受託事

業者（いわゆるフリーランス）としての働き方を選択できるよう、「フリーランス・ト

ラブル１１０番」の運営や相談員の確保とともに、集中調査や周知広報を実施。 

３．デジタル分野等における対話を通じた市場環境の整備：４５６百万円（２３２百万円） 

 ○ デジタル社会の進展、グリーン社会の実現、経済安全保障等、経済社会環境の急

速な変化に的確に対応するための、ステークホルダー等との対話を通じた市場環境

の整備。 

  ◇ デジタル市場における企画調査：２４９百万円（１２５百万円） 

   ・ スマホソフトウェア競争促進法について、「スマホ法情報提供窓口」の運営、関係事

業者やスマホ利用者に対する啓発活動、変化の速いデジタル市場の実態調査や海外制

度との比較調査を実施。 

 

＜機構・定員＞（別紙参照） 

○ １官房２局体制から１官房３局体制に移行するとともに、地方事務所・支所を地

方事務局・支局に変更 

○ 増員３８人 

※括弧内の計数は令和８年度当初予算額である。 



令和９年度機構・定員要求
 取引適正化による「公正な取引環境の確保」、関係事業者や消費者といった

ステークホルダー等との対話を通じた「市場環境の整備」及び違反行為に対す
る「厳正な法執行」の三つを柱とした各種施策を着実に実施できる体制を構築

 １官房２局体制から１官房３局体制に移行するとともに、地方事務所・支所を
地方事務局・支局に変更

＜新たな体制＞ ＜現在の体制＞

総務課

総務課

人事課

国際課

企業取引課

企業結合課

調整課

取引企画課

取引適正化
検査管理官

官房

経済取引局

審査局

取引部

支所地方事務所

公正取引委員会

事務総局

総務課

総務課

人事課

企画調整課

企業取引課

国際課

企業結合課

取引企画課

取引適正化
検査管理官

官房

経済局

審査局

支局地方事務局

公正取引委員会

事務総局

取引局

上記に加え、
 府令職として、経済取引局総務課企画官（デジタル市場担当）及び審査局上席審査専門

官（優越的地位濫用等担当）を要求するとともに、北海道事務所及び東北事務所の取引
適正化管理官並びに九州事務所の審査統括官を要求

 増員３８人を要求（本局２２人・地方１６人）
※ 新組織の名称は、いずれも仮称

別紙
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